
   

居宅介護支援 

●管理者 

基準省令 

第３条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置かなければならな

い。 

３ 第一項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に掲げる

場合は、この限りでない。 

一 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合 

二 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障が

ない場合に限る。） 

解釈通知 

⑵ 管理者 

指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員であって、専ら管理者の職務に従事す

る常勤の者でなければならないが、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合

及び管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がな

い場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなくても差し支えないこととされてい

る。 

この場合、他の事業所とは、必ずしも指定居宅サービス事業を行う事業所に限るものではなく、例えば、

介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障

がない限り認められるものである。 

 

＜常勤の考え方＞（基準省令⑶①一部抜粋） 

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護支援以外の事業を行っている場合には、

当該事業に従事している時間を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき

時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に達していることをいうものである。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的

に行われることが差し支えないと考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべき

時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、同一の事業者によって指定訪

問介護事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理者を

兼務している者は、その勤務時間が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●介護支援専門員 

基準省令 

第２条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに一以上の員数の指定居宅介護支援の提

供に当たる介護支援専門員であって常勤であるものを置かなければならない。 

解釈通知 

⑴ 介護支援専門員の員数 

介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに必ず１人以上を常勤で置くこととされており、常勤の

考え方は⑶の①のとおりである。常勤の介護支援専門員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業

所の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応できる体制を整えている必要がある

という趣旨であり、介護支援専門員がその業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該

事業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に介護支援専門員に

連絡が取れる体制としておく必要がある。 

なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務を認められているところであるが、これは、居宅介

護支援の事業が、指定居宅サービス等の実態を知悉（ちしつ）する者により併せて行われることが効果的で

あるとされる場合もあることに配慮したものである。 

 

  

【抜粋】基準省令及び解釈通知 



   

計画相談支援（障害児相談支援共通） 

●管理者 

基準省令 

（管理者） 

第４条 指定特定相談支援事業者は、指定特定相談支援事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を置

かなければならない。ただし、指定特定相談支援事業所の管理上支障がない場合は、当該指定特定

相談支援事業所の他の職務に従事させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させることができる

ものとする。 

解釈通知 

(2) 管理者（基準第 4 条） 

指定特定相談支援事業所の管理者は、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただ

し、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、当該指定特定相談支援事業所の他の

業務や、併設する事業所の業務等を兼ねることができるものとする。 

ア 当該指定特定相談支援事業所の従業者としての業務に従事する場合 

イ 当該指定特定相談支援事業所以外の他の事業所の管理者又は従業者としての業務に従事する場合であ

って、当該他の事業所の管理者又は従業者としての業務に従事する時間帯も、当該指定特定相談支援事

業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握し、職員及び業務の一元的

な管理・指揮命令を支障なく行うことができ、また、事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじ

め対応の流れを定め、必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合 

また、当該指定特定相談支援事業所に併設され、一体的に管理運営する事業所における管理者又は指定障

害児相談支援事業所、指定自立生活援助事業所若しくは指定一般相談支援事業所の業務と兼務する場合に

ついては、管理業務に支障がない場合として認めるものとする。 

 

 

＜常勤の考え方＞ 

当該指定障害福祉サービス事業所等に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は道路を隔てて隣接

する事業所をいう。ただし、管理者について、管理上支障がない場合は、その他の事業所を含む。）の職務

であって、当該指定障害福祉サービス事業所等の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考え

られるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間に達していれば、

常勤の要件を満たすものであることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●相談支援専門員 

基準省令 

(従業者) 

第三条 指定特定相談支援事業者は、当該指定に係る特定相談支援事業所ごとに専らその職務に従事する

相談支援専門員を置かなければならない。ただし、指定計画相談支援の業務に支障がない場合は、

当該指定特定相談支援事業所の他の職務に従事させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させる

ことができるものとする。 

 

解釈通知 

(1) 従業者（基準第 3 条） 

① 相談支援専門員（第 1 項） 

イ 兼務 

指定計画相談支援の業務に支障がない場合においては、相談支援専門員を当該指定特定相談支援事業所

の他の業務又は他の事業所・施設等の業務に従事させることができる。 

これは、例えば、指定計画相談支援のサービス提供時間帯において、指定計画相談支援の業務に支障が

ない場合は、当該指定特定相談支援事業所の管理者や、併設する事業所の業務等に従事することができ

ることをいう。 

なお、指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援事業所、指定自立生活援助事業所、基幹相談支援

センター又は障害者相談支援事業等の業務と兼務する場合（ただし、基幹相談支援センター又は障害者

相談支援事業等の業務と兼務する場合については、当該業務を委託する市町村等が認める場合に限る。）

については、業務に支障がない場合として認めるものとする。 

 ウ 兼務に係る留意点 

計画相談支援の実施に当たっては、中立公正性を担保することが重要である。相談支援専門員が担当す

る利用者が利用する指定障害福祉サービス事業所、指定障害者支援施設等又は基準該当障害福祉サービ

ス事業所の業務と兼務する場合については、指定障害福祉サービス事業所等との中立性の確保や、指定

障害福祉サービス事業所等と異なる視点での検討が欠如しかねないことから、次に掲げる場合を除き、

当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業所等の業務と兼務しない相談支援専門員が継続サー

ビス利用支援を実施することを基本とする。 

ａ 身近な地域に指定特定相談支援事業者がない場合 

   ｂ 支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者のうち、当該支給決定

等から概ね 3 ヶ月以内の場合（サービス利用支援とその直後の継続サービス利用支援は一体的な

業務であること、また、指定特定相談支援事業者の変更に当たっては利用者が別の事業者と契約を

締結し直すことが必要となるため、一定期間を猶予する。） 

ｃ その他市町村がやむを得ないと認める場合 


